
公 共 下 水 道

特 別 会 計

12億3,163

特 別 会 計

平成２７年度余市町会計別決算総括表

3億8,105

歳　出

Ａ Ｂ

※表示単位に端数調整しているため、内訳と合計が一致しない場合があります。

合　　　　計

1億2,236

△1億3,421

国 民 健 康 保 険

歳入歳出  差引残額

167億4,875

0

歳入歳出  差引残額

歳　入

一 般 会 計

歳　入

34億3,844

歳　出

区   分

介 護 保 険

34億3,844

特 別 会 計

95億2,141

95億2,141

0

最終予算額
会　　計　　別

歳　出

歳入歳出  差引残額

歳　入

歳　出

歳入歳出  差引残額

167億4,875

12億3,163

歳　入

歳　入

歳　出 12億1,758

163億9,859

3億　047歳　入

1億3,769

0

22億8,687

22億8,687

0

0

91億3,139

88億3,034

24億　801

22億8,565

32億3,345

33億3,766

4億2,697

159億7,162

13億5,527

歳入歳出  差引残額

予算額に対する
比較増減

翌年度繰越金

△ 7,078

不足額については、翌年度歳入繰上
充用した。

予算額に対する
決算額

（Ｂ－Ａ） Ｂ／Ａ    ％

△3億9,002

△ 6億9,107

97.9

1億2,114

△ 122

翌年度繰越金

△2億0,499 94.0

99.9

△ 1 100.0

翌年度繰越金

△3億5,016

110.0

98.9

97.9

1億2,364

△ 1,405

翌年度繰越金

（単位 : 万円）

95.4△7億7,713

95.9

92.7

105.3

7 100.0

決算額

特 別 会 計 歳入歳出  差引残額 0 8

後 期 高 齢 者 医 療 歳　出 3億　040 3億　039

3億　040



人件費

16億7,250万円

18.9%(▲1.0％)

補助費等

15億9,292万円

18.0%(6.1％)

扶助費

12億3,784万円

14.0%(▲2.8%)

繰出金

11億 578万円

12.5%(2.6%)

物件費

9億5,579万円

10.8%(1.0%)

公債費

8億7,936万円

10.0%(▲8.5%)

普通建設事業費

6億6,908万円

7.6%(73.2%)

その他

7億1,707万円

8.2%(13.4%)

歳 出

地方交付税

37億9,459万円

41.6%(0.7%)

町税

17億7,963万円

19.5%(0.3%)

国・道支出金

13億6,956万円

15.0%(▲0.4%)

町債

5億1,841万円

5.7%(11.9%)

地方消費税交付金

4億 551万円

4.4%(67.2%)

繰越金

3億8,869万円

4.3%(27.2%)

その他

8億7,500万円

9.5%(▲5.3%)

歳 入

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 歳入決算額 歳出決算額 歳入・歳出差引額 

27 91 億 3,139 万円 88 億 3,034 万円 3 億  105 万円 

26 88 億 5,552 万円 84 億 6,683 万円 3 億 8,869 万円 

増減 2 億 7,587 万円 3 億 6,351 万円 ▲8,764 万円 

 

   

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○歳出の状況 

扶助費は臨時福祉給付金や子育て世帯臨

時特例給付金事業などの減で前年度比約

3,523 万円の減、公債費は過去の借入に対す

る元利償還金の減により約 8,160万円減少しま

した。 

一方、補助費等は国の経済対策により前年

度予算から繰り越して実施したプレミアム商品

券発行事業、子育て世帯支援給付金などによ

り約 9,153万円の増、さらに普通建設事業費は

漁業協同組合製氷貯氷施設建設事業や除雪

作業車等保管倉庫建設事業などにより約 2 億

8,278 万円増加しました。 

平成 27 年度の一般会計は、歳入・

歳出差引額が前年度より 8,764 万

円の減となり、平成 28 年度への繰

越額は 3 億 105 万円、繰越明許分

を除いた実質収支は 3 億 5 万円と

なりました。 

～平成 27年度の余市町の歳入・歳出状況やその他財政状況を解説とともにお知らせします～ 

一般会計 

※その他
・分担金及び負担金 ・繰入金
・使用料及び手数料 ・諸収入　　　
・財産収入 ・地方譲与税　等  

ｈｈ 

○歳入の状況 

地方交付税は人口減少等特別対策事業

費の新設などにより、前年度比で約 2,493 万

円の増、地方消費税交付金は消費税率の引

き上げに伴い約１億 6,301 万円の増となりまし

た。 

また、町債は除雪作業車等保管倉庫建設

事業や除雪トラック購入事業など過疎対策事

業債の増などで約 5,517 万円の増となりまし

た。 ・グラフの見方 
上段  費目 
中段  平成27年度決算額 
下段  構成割合(前年度増減率) 

※その他
・積立金
・維持補修費
・投資・出資金及び貸付金  

 



(単位：万円) 

一般会計歳入歳出款別決算額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区   分 

平   成   ２６ 年   度 平   成   ２７ 年   度 平成 27 年度決算 

最終予算額 決算額 
比   較 
（Ｂ－Ａ） 

最終予算額 決算額 
比   較 
（Ｅ－Ｄ） 

平成 26 年度決算 

増減 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ （Ｅ－Ｂ） 

歳 
 
  

  
  

 

入 

町税 17 億 3,204 17 億 7,476 4,272 16 億 9,320 17 億 7,963 8,643 487 
地方譲与税 8,283 8,283 0 8,660 8,660 0 377 
利子割交付金 358 358 0 272 272 0 △86 
配当割交付金 744 744 0 540 540 0 △204 
株式等譲渡所得割交付金 396 396 0 449 449 0 53 
地方消費税交付金 2 億 4,250 2 億 4,250 0 4 億 4,551 4 億 4,551 0 1 億 6,301 
ゴルフ場利用税交付金 95 95 0 85 85 0 △10 
自動車取得税交付金 1,020 1,020 0 1,305 1,305 0 285 
地方特例交付金 525 525 0 473 473 0 △52 
地方交付税 37 億 1,191 37 億 6,966 5,775 37 億 9,459 37 億 9,459 0 2,493 
交通安全対策特別交付金 236 236 0 270 270 0 34 
分担金及び負担金 8,321 8,363 42 8,420 8,810 390 477 
使用料及び手数料 1 億 5,971 1 億 6,654 683 1 億 5,883 1 億 7,236 1,353 582 
国庫支出金 8 億 3,721 8 億 2,028 △1,693 11 億 3,210 8 億 5,423 △2 億 7,787 3,395 
道支出金 5 億 7,847 5 億 5,530 △2,317 5 億 3,395 5 億 1,533 △1,862 △3,997 
財産収入 434 652 218 501 625 124 △27 
寄附金 1,870 1,869 △1 1,162 1,161 △1 △708 
繰入金 2 億 5,685 2 億 5,685 0 2 億 5,685 1 億 9,906 △99 △5,779 
繰越金 3 億 551 3 億 551 0 3 億 8,869 3 億 8,869 0 8,318 
諸収入 2 億 8,569 2 億 7,547 △1,022 2 億 7,709 2 億 7,708 △1 161 
町債 4 億 6,324 4 億 6,324 0 7 億 1,603 5 億 1,841 △1 億 9,762 5,517 

計 87 億 9,595 88 億 5,552 5,957 95 億 2,141 91 億 3,139 △3 億 9,002 2 億 7,587 

歳 
 
  

出 

議会費 1 億 5,070 1 億 4,592 △478 1 億 5,918 1 億 5,350 △568 758 
総務費 11 億 6,581 10 億 2,777 △1 億 3,804 14 億 4,108 13 億 4,667 △9,441 3 億 1,890 
民生費 19 億 4,316 18 億 9,749 △4,567 20 億 5,347 19 億 1,161 △1 億 4,186 1,412 
衛生費 14 億 5,810 14 億 2,204 △3,606 15 億 5,149 14 億 7,087 △3,062 4,883 
労働費 3,572 3,519 △53 3,580 3,019 △561 △500 
農林水産業費 3 億 4,195 3 億 3,489 △706 4 億 1,243 4 億 3,209 △1,034 6,720 
商工費 2 億 5,619 2 億 4,824 △795 2 億 4,464 2 億 3,857 △607 △967 
土木費 11 億 7,376 11 億 5,807 △1,569 12 億 5,721 12 億 5,519 △5,202 4,712 
消防費 4 億 7,267 4 億 7,267 0 4 億 8,211 4 億 8,211 0 944 
教育費 8 億 3,311 7 億 6,359 △6,952 10 億 3,849 7 億 1,018 △3 億 2,831 △5,341 
災害復旧費 0 0 0 0 0 0 0 
公債費 9 億 6,133 9 億 6,096 △37 8 億 9,495 8 億 7,936 △1,559 △8,160 
予備費 345 0 △345 56 0 △56 0 
前年度繰上充用金 0 0 0 0 0 0 0 

計 87 億 9,595 84 億 6,683 △3 億 2,912 95 億 2,141 88 億 3,034 △6 億 9,107 3 億 6,351 

歳 入 歳 出 差 引 Ａ 0 3 億 8,869 3 億 8,869 0 3 億 8,105 3 億 8,105 △8,764 
繰 越 明 許 費 等 Ｂ 0 9,509 9,509 0 100 100 △9,409 
実 質 収 支 （Ａ－Ｂ） 0 2 億 9,360 2 億 9,360 0 3 億 8,105 3 億 8,105 645 



町民税 固定資産税
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税  目 Ｈ２７収入額 Ｈ２６収入額 増減 

個人町民税 6 億 3,840 万円 6 億 2,580 万円 1,260 万円 

法人町民税 1 億 0,270 万円 1 億 0,439 万円 ▲169 万円 

固定資産税 6 億 7,848 万円 6 億 8,648 万円 ▲800 万円 

軽自動車税 3,138 万円 3,088 万円 50 万円 

たばこ税 2 億 9,858 万円 1 億 9,259 万円 1,599 万円 

都市計画税 1 億 1,757 万円 1 億 2,157 万円 ▲400 万円 

入湯税 252 万円 1,305 万円 ▲1,053 万円 

合計 17 億 7,963 万円 17 億 7,476 万円 487 万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

町債の状況 

 ●町債の残高 

一 般 会 計 71億 2,755万円 

下 水 道 会 計 86億 2,151万円 

水 道 事 業 会 計 53億 5,784万円 

介 護 保 険 会 計 373万円 

計 211億 1,063万円 

※平成 2７年度末現在 

■町債の状況 

町債とは、家庭でいう「借金」にあたります。町債の残高は、昨年

度に比べ全会計あわせて８億 1，１０７万円減少しましたが、借金返

済の支出に占める割合は未だ大きく、今後も引き続き慎重な運用

に取り組む必要があります。 

 

★参考 

・１世帯当たりの借金残高は・・・ 

２，１００，３５１円（昨年は２，１６７，６７５円） 
 

 

○町税の過去５年間の推移 

軽自動車税 入湯税 都市計画税 市町村たばこ税 

○町債の過去５年間の推移 

億円 

一般会計 特別会計 水道事業 

億円 

■町税の収入状況 

平成２７年度はたばこ税の８．３％増などで全

体で４８７万円の増となりました。 

 

★参考 

・町民１人当たりの負担額は・・・ 

８４，８５０円（昨年は８２，８４０円） 

・１世帯当たりの負担額は・・・ 

１６５，９２６円（昨年は１６３，３９５円） 

 
 

 

※ 都市計画税は、下水道・公園・街路事業などの都市計画事業の財源として使われています。 

※ 入湯税は、環境衛生施設や消防施設の整備、観光の振興に要する費用の財源として使われています。 

町税の状況 
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○財政調整基金：災害や緊急・やむを得ない事態が発生したときに対応するための積立 

○減債基金：町債（借金）を返すための積立   

○社会福祉施設等建設整備基金：社会福祉施設の建設や整備、助成のための積立  

○職員等退職手当負担金基金：職員などの退職金の支払のための積立  

○公共施設建設整備基金：公共施設の建設や整備のための積立  

○教育施設建設整備基金：学校などの教育施設の建設や整備のための積立 

○余市町の未来を担う人づくり基金：余市町の青少年の育成のため、寄附金により集められた積立 

町有財産の状況 

 ●基金の残高  ●町有財産の状況 

財政調整基金 4億 5,105万円 区   分   土地（千㎡） 建物（千㎡） 

減債基金 9,392万円  行 政 財 産 4,395 128 

社会福祉施設等建設基金 7,892万円  普 通 財 産 379 0 

職員等退職手当負担金基金 8,393万円  計 4,774 128 

公共施設建設整備基金 1億 1,279万円  ●有価証券   

教育施設建設整備基金 6,582万円  株     券 2,025万円 

余市町の未来を担う人づくり基金 2,279万円  出 資 証 券 9,942万円  

財政再生基金 5,801万円  計 1億 1,967万円  

その他基金（５基金） 2,366万円  ※平成 28年 3月 31日現在 

合   計 9億 9,089万円   

 

■基金の状況 

基金とは、将来に備えた積立金のことで、家庭でいう「貯金」にあた

ります。平成２７年度は残高が全基金あわせて前年度比で２億７，４２

１万円の増になりました。 

 

★参考 

・１世帯当たりの貯金（積立）額は・・・ 

９８，５８６円（昨年は７０，８６７円） 
 

 

○基金の過去５年間の推移 

億
円 

その他の特定 
目的基金 

減債基金 財
政
調
整
基
金 



 

  

  

 

 

 

 

区  分 

平   成   ２６   年   度 平   成   ２７   年   度 平成２７年度決算 

最終予算額 決算額 比   較 最終予算額 決算額 比   較 平成２６年度決算 

    （B－A）     （Ｅ－Ｄ） 増減 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ （Ｅ－Ｂ） 

  
 
  

 

歳 
 

入 

保険料 3 億 9,106 4 億 2,531 3,425 4 億 1,327 4 億 4,676 3,349 2,145 
使用料及び手数料 2 6 4 2 6 4 0 
国庫支出金 5 億 9,285 6 億 2,006 2,721 5 億 8,069 6 億 1,395 3,326 △611 
支払基金交付金 6 億 4,851 6 億 5,400 549 6 億 1,152 6 億 5,611 △541 △4,789 
道支出金 3 億 5,773 3 億 5,950 177 3 億 3,142 3 億 5,560 2,418 △390 
財産収入 1 0 △1 1 0 △1 0 
繰入金 3 億 1,364 3 億 1,353 △11 3 億 1,527 3 億 1,526 △1 173 
繰越金 2,923 2,923 0 3,462 6,990 3,528 4,067 
町債 560 560 0 0 0 0 △560 
諸収入 5 4 △1 5 37 32 33 

計 23 億 3,870 24 億 733 6,863 22 億 8,687 24 億 801 1 億 2,114 68 

  

歳 
 

出 

総務費 2,641 2,640 △1 2,984 2,984 0 344 
保険給付費 22 億 3,015 22 億 3,015 0 21 億 7,566 21 億 7,565 △1 △5,450 
地域支援事業費 4,314 4,313 △1 4,359 4,358 △1 45 
諸支出金 2,816 2,807 △9 3,471 3,471 0 664 
基金積立金 1 0 △1 1 0 △1 0 
公債費 988 968 △20 207 187 △20 △781 
予備費 95 0 △95 99 0 △99 0 

計 23 億 3,870 23 億 3,743 △127 22 億 8,687 22 億 8,565 △122 △5,178 

歳 入 歳 出 差 引 額 Ａ 0 6,990 6,990 0 1 億 2,236 1 億 2,236 5,246 
繰 越 明 許 費 等  Ｂ 0 0 0 0 0 0 0 
実 質 収 支  （Ａ－Ｂ） 0 6,990 6,990 0 1 億 2,236 1 億 2,236 5,246 

会 計 歳入（対前年比） 歳出（対前年比） 説    明 

介護保険 
24億 801万円 

（0.1％増） 

22億 8,565万円 

(2.2％減) 

介護保険サービスに係る保険給付費については、前年

度を 5,450万円下回る 21億 7,565万円（前年度比 2.4％の

減）でした。 

また、歳出全体では、前年度を 5,178万円下回る決算と

なりました。今後も適正な保険給付と必要な財源確保を図

りながら、介護保険制度の安定運営に努めます。 

国民健康保険 
32億 345万円 

(10.2％増) 

33億 3,766万円 

（13.5％増） 

国民健康保険は他の健康保険制度に加入していない方

を対象として、疾病、負傷、出産又は死亡に関して必要な

保険給付を行うことを目的とする制度です。 

国民健康保険の財源は国民健康保険税、国・道支出

金、一般会計からの繰入金等であり、平成 27年度の決算

状況は、1億 3,421万円の赤字となっています。 

後期高齢者医療 
3億  47 万円 

（0.4％減） 

3億  39万円 

（0.4％減） 

 平成20年度に設置された会計で、主に納めていただいた

保険料を、保険者である北海道後期高齢者医療広域連合

へ納付する役目を担っています。 

 

公共下水道 
13億 5,527万円 

（1.3％減） 

12億 1,758万円 

（3.0％減） 

 下水処理場及びポンプ場の設備更新工事を実施し、現有

施設の適正な維持管理に努めるとともに、町内各地域の

汚水管渠の整備を計画的に実施しました。 

特特別別会会計計ととはは、、特特定定のの事事業業をを行行うう場場合合にに一一般般会会計計とと区区別別ししてて運運営営ししてていいるる会会計計でですす。。平平成成２２７７年年度度はは

以以下下のの特特別別会会計計ががあありり、、皆皆ささんんのの日日常常生生活活にに密密着着ししたた大大切切なな事事業業をを行行っってていいまますす。。  

特別会計 

●●介介護護保保険険特特別別会会計計款款別別決決算算額額  

  

   

（（単単位位：：万万円円））  

 

平平 

平平成成 2277 年年度度  特特別別会会計計決決算算額額  

（（単単位位：：万万円円））  

 

平平 



 

区  分 

平   成   ２６   年   度 平   成   ２７   年   度 平成２７年度決算 

最終予算額 決算額 比   較 最終予算額 決算額 比   較 平成２６年度決算 

    （B－A）     （E－D） 増減 
A B C D E F （E－B） 

  
 
  

 

歳 
 

入 

国民健康保険税 5 億 1,384 5 億 2,099 715 4 億 9,694 4 億 9,731 37 △2,368 
一部負担金 0 0 0 0 0 0 0 
使用料及び手数料 40 31 △9 40 29 △11 △2 
国庫支出金 7 億 9,320 7 億 6,010 △3,310 7 億 8,544 6 億 7,677 △1 億 867 △8,333 
療養給付費交付金 1 億 178 1 億 178 0 1 億 1,436 7,748 △3,688 △2,430 
前期高齢者交付金 7 億 1,675 7 億 1,675 0 8 億 5,250 8 億 2,738 △2,512 1 億 1,063 
道支出金 1 億 7,880 1 億 7,880 0 1 億 9,020 1 億 5,579 △3,441 △2,301 
共同事業交付金 4 億 739 4 億 739 0 7 億 6,224 7 億 6,224 0 3 億 5,485 
繰入金 1 億 8,142 1 億 8,142 0 2 億 8,523 2 億 8,523 0 2,381 
諸収入 50 127 77 103 86 △17 △41 
繰越金 3,847 3,847 0 0 0 0 △3,847 
連合会交付金 30 30 0 10 10 0 △20 

計 29 億 3,285 29 億 758 △2,527 34 億 3,844 32 億 345 △2 億 8,499 2 億 9,587 

  
 
  

歳 
 

出 

総務費 2,399 2,074 △325 2,315 2,024 △291 △50 
保険給付費 20 億 6,164 20 億 5,424 △740 21 億 8,501 21 億 2,097 △6,404 6,673 
後期高齢者支援金等 2 億 9,923 2 億 9,923 0 2 億 9,611 2 億 9,610 △1 △313 
前期高齢者納付金等 23 23 0 20 20 0 △3 
老人保健拠出金 1 1 0 1 1 0 0 
介護納付金 1 億 4,100 1 億 4,100 0 1 億 2,496 1 億 2,467 △29 △1,633 
共同事業拠出金 3 億 4,629 3 億 4,628 △1 7 億 1,557 7 億 1,557 0 3 億 6,929 
保健事業費 1,239 1,168 △71 1,003 875 △128 △293 
公債費 90 8 △82 90 6 △84 △2 
諸支出金 4,658 4,638 △20 3,921 3,880 △41 △758 
予備費 59 0 △59 100 0 △100 0 
前年度繰上充用金 0 0 0 1,229 1,229 0 1,229 

計 29 億 3,285 29 億 1,987 △1,298 34 億 3,844 33 億 3,766 △7,078 4 億 1,779 

歳 入 歳 出 差 引 額 Ａ 0 △1,229 △1,229 0 △1 億 3,421 △1 億 3,421 △1 億 2,192 
繰 越 明 許 費 等  Ｂ 0 0 0 0 0 0 0 
実 質 収 支    （Ａ－Ｂ） 0 △1,229 △1,229 0 △1 億 3,421 △1 億 3,421 △1 億 2,192 

 

 

 

 

区  分 

平   成   ２６   年   度 平   成   ２７   年   度 平成２７年度決算 

最終予算額 決算額 比   較 最終予算額 決算額 比   較 平成２６年度決算 

    （B－A）     （E－D） 増減 
A B C D E F （E－B）   

 

歳 
 

入 
後期高齢者医療保険料 2 億 1,194 2 億 1,195 1 2 億 1,707 2 億 1,714 7 △481 
使用料及び手数料 2 2 0 3 3 0 1 
繰入金 8,937 8,937 0 9,298 9,298 0 361 
繰越金 4 4 0 1 1 0 △3 
諸収入 34 34 0 31 31 0 △3 

計 3 億 171 3 億 172 1 3 億 140 3 億 147 7 △125   
 

歳 
 

出 

総務費 285 285 0 267 267 0 △18 
後期高齢者医療広
域連合納付金 

2 億 9,852 2 億 9,852 0 2 億 9,744 2 億 9,744 0 △108 

諸支出金 34 34 0 28 28 0 △6 
予備費 0 0 0 1 0 △1 0 

計 3 億 9,171 3 億 9,171 0 3 億 9,740 3 億 9,739 △1 △132 

歳 入 歳 出 差 引 額 Ａ 0 1 1 0 8 8 7 
繰 越 明 許 費 等  Ｂ 0 0 0 0 0 0 0 
実 質 収 支   （Ａ－Ｂ） 0 1 1 0 8 8 7 

 

 

 

 

 

 

●●国国民民健健康康保保険険特特別別会会計計款款別別決決算算額額  

  

   

●●後後期期高高齢齢者者医医療療特特別別会会計計款款別別決決算算額額  

  

   

（（単単位位：：万万円円））  

 

平平 

（（単単位位：：万万円円））  

 

平平 



 

 

区  分 

平   成   ２６   年   度 平   成   ２７   年   度 平成２７年度決算 

最終予算額 決算額 比   較 最終予算額 決算額 比   較 平成２６年度決算 

    （B－A）     （Ｅ－Ｄ） 増減 
A B C Ｄ Ｅ Ｆ （Ｅ－Ｂ） 

歳 
  

 
 

入 

分担金及び負担金 1,008 2,085 1,077 880 782 △98 △1,303 
使用料及び手数料 2 億 7,536 2 億 8,256 720 2 億 8,110 2 億 8,850 740 594 
国庫支出金 8,566 8,566 0 5,369 5,369 0 △3,197 
繰入金 4 億 9,395 4 億 9,395 0 4 億 9,230 4 億 9,230 0 △165 
繰越金 139 8,764 8,625 159 1 億 1,881 1 億 1,722 3,117 
諸収入 80 86 6 35 35 0 △51 
町債 4 億 200 4 億 200 0 3 億 9,380 3 億 9,380 0 △820 

計 12 億 6,924 13 億 7,352 1 億 428 12 億 3,163 13 億 5,527 1 億 2,364 △1,825 

歳 
 

出 

総務費 5,917 5,892 △25 7,613 7,559 △54 1,667 
事業費 3 億 3,620 3 億 2,197 △1,423 2 億 8,000 2 億 6,750 △1,250 △5,447 
公債費 8 億 7,382 8 億 7,382 0 8 億 7,544 8 億 7,449 △95 67 
予備費 5 0 △5 6 0 △6 0 

計 12 億 6,924 12 億 5,471 △1,453 12 億 3,163 12 億 1,758 △1,405 △3,713 

歳 入 歳 出 差 引 額 Ａ 0 1 億 1,881 1 億 1,881 0 1 億 3,769 1 億 3,769 1,888 
繰 越 明 許 費 等   Ｂ 0 0 0 0 0 0 0 
実 質 収 支   （Ａ－Ｂ） 0 1 億 1,881 1 億 1,881 0 1 億 3,769 1 億 3,769 1,888 

 

 

 

町債
3億9,976万円
4.7% （▲3.7%）  

物件費
8億3,041万円
10.1% （5.3%）  

公債費
9億7,421万円

11.8% (▲20.7%）  

国・道支出金
10億3,995万円

12.2%(6.1%)  

上段 費目
中段 平成25年度決算額
下段 構成割合　（前年度増減率）  

グ
ラ
フ
の
見
方 

地方交付税
38億5,670万円
45.1% （0.9%）  

■歳出の状況 

補助費等は損害賠償金やまほろばの郷

地区地域整備交付金などにより前年比で約

１億２，５００万円の増、扶助費は障害福祉サ

ービスの利用者が増加したことなどにより前

年比で約１億１００万円の増、普通建設事業

費はロータリー除雪車の購入、朝日町と沢

町百姓沢線の排水整備事業、各公共施設

での地下タンクライニング事業などにより前

年比で約 1 億３,９００万円の増となりました。  

一方、公債費は平成２４年度の土地区画

整理事業貸付金債の繰上償還が終了した

ため前年比で約２億５，４００万円の大幅な

減少となりました。公債費は近年借入を抑制

しており、年々減少傾向にあります。 

 

歳歳    入入  

その他
8億4,976万円

9.9% （▲11.5%）  

普通建設事業費
4億1,383万円
5.0% （50.5%）  

町税
17億8,323万円
20.9% （0.6%）  

●●公公共共下下水水道道特特別別会会計計款款別別決決算算額額  

  

   

（（単単位位：：万万円円））  

 

平平 
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